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弁護士責任保険請求事件
──死亡保険金とは別の性質を有するのではないか──
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はじめに
当職は，ある依頼人である弁護士より，弁護士責任保険の支払い請求に
関する事件を受任した。控訴審判決の内容は目を覆わんばかりのお粗末な
ものであった。それ故，判例集に掲載されることもないと思われるので，
本稿で事件の概要，原審判決ならびに主たる控訴理由を紹介することにし
た。保険は何のためにあり，また，わが国の裁判所は，誰のために，何の
ために存在するのであろうかを考える素材ともなるであろう。
──本件保険金請求事件の概要──
 本件保険金請求控訴事件において，弁護士 X（原告，控訴人）（以下，
弁護士 Xを「X」という。）は，複数の依頼者から金融業者に対する過
払金の返還請求を含む債務整理事件を受任した。Xは，業者との和解や
裁判上の請求の結果，過払金の請求を受けることとなり，その過払金は，
Xの経営する法律事務所が依頼者のために開設する専用預金口座に振り
込まれることにより返還された。また，完済に満たない債務者について
は，完済に必要な金員を同一の口座に振り込むことにより収取した。委
任契約に基づく費用と報酬の精算後，各依頼者には精算金を，金融業者
には弁済支払金を支払うべきところ，これらの事務処理は，当初は，銀
行の窓口における個別的な振込から転じて，パソコンを使用したホー
ム・バンキング・システムにより一括してなされることが可能となった。
Xの経営する法律事務所の訴外M職員（履行補助者）は，このシス
テムを悪用して，専用預金口座から自分の預金口座に金員が振り込まれ
るように操作し，Xの専用預金口座のほとんどの預金を横領した。その
結果，Xは，各依頼者のみならず金融業者への支払いが困難となり，依
頼人らからも支払いの請求を受けたことから，20年来 Y（Y保険会社
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（以下では，「Y」という。）と契約してきた弁護士責任保険に基づき，Y
に対して保険金の支払いを請求したところ，この請求が拒否されたので，
裁判上の請求に及んだものである。
 Xは，受任契約に基づき，Xが委託依頼者に対して負担する預金債権
の保管義務などが Xの履行補助者により侵害されたこと，また，履行
補助者の預金の横領により，精算金の提供の履行できなくなったことか
ら，第三者たる履行補助者による各依頼人の権利侵害が不法行為を構成
するものであり，Xは，その使用者としてその損害を賠償する責任があ
ると主張して，Yへの保険金の支払いを請求した。
 しかるに，原判決は，Xの請求を斥けたのであるが，その判旨は，控
訴理由記載のとおり，凡そ信じがたい内容と言わざるをえず，Xは，そ
の内容を詳細に記載して，控訴理由としたところである。
第 原判決の概要と控訴理由の概要
 原判決の概要
原審は，
「上記前提事実によると，本件預り金は，原告が各依頼者のために，委
任契約に基づいて管理占有していたことが認められる。一般に，受任者が
委任契約によって委任者から代理権を授与されている場合，受任者が委任
契約に基づき受け取った物の所有権は当然に委任者に移転するが，金銭に
ついては，占有と所有が結合しているため，その所有権は常に金銭の受領
者（占有者）である受任者に帰属し，受任者は同額の金銭を委任者に支払
うべき義務を負うことになるにすぎない。
そうすると，本件預り金の所有権は，占有者である原告に帰属している
というべきであり，本件横領事件によって損害を直接被ったのは，所有権
を侵害された原告であって，各依頼者ではない。したがって，原告は，本
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件横領事件によっても，各依頼者に対して，所有権侵害による不法行為責
任を負わない」。
「本件保険契約は，被保険者である原告が損害賠償責任を負担すること
によって生じた損害すべてを填補するものではなく，あくまで被保険者で
ある原告が弁護士の資格に基づいて遂行した業務に起因して法律上の損害
賠償責任を負担することによって被る損害を填補するものであるところ，
…（中略）…，原告は，各依頼者に対して，本件横領事件によって，「弁
護士の資格に基づいて遂行した業務に起因する法律上の損害賠償責任」を
負担したとはいえず，被告の原告に対する保険金支払義務は認められな
い」。
「また，原告は，本件横領事件により，訴外Mが各依頼者の原告に対す
る債権（過払金の返還請求権等）を侵害し，そのため，原告も各依頼者に
対して使用者責任による不法行為責任を負担した旨主張している。確かに，
本件横領事件によって，事実上原告が各依頼者に対する返還義務を履行で
きない状況になったとすれば，各依頼者の債権が侵害されているといえる。
これは原告の預り金に対する管理が不十分であったことに基づくものであ
り，「弁護士としての資格に基づく業務に起因」して負担した損害賠償義
務とはいえない。そもそも，本件保険契約は，専門家たる弁護士の責任保
険として，弁護士の専門家としてのリスクを担保するものであり，本件保
険契約の対象となるのは，あくまで弁護士業務に起因した損害がまず依頼
者に発生し，弁護士が当該依頼者に対して損害賠償責任を負うことによっ
て損害が生じた場合を予定しているのであって，弁護士が直接損害を被り，
それにより依頼者に間接的に損害が発生した場合を予定していないものと
解される。このような依頼者に生じた間接的な損害までを担保するという
ことになれば，結局，弁護士が自己に生じた直接損害を当該保険によって
担保することになり，これでは，「専門家たる弁護士の責任」保険の範囲
を超えるものといえる。このことは，本件保険契約が特別約款第条にお
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いて，被保険者が弁護士の業務に起因した損害賠償責任によって負担した
損害に限って担保していること，保険法第17条項が，責任保険契約につ
いて，「被保険者が損害賠償の責任を負うことによって生ずることのある
損害をてん補するもの」と規定していることからしても裏付けられる。
これを本件についてみるに，本件横領事件によって直接の損害を被った
のは原告であることは否定できず，原告の依頼者が損害を被るとしても，
それは損害を被った原告から債権を回収できなくなるおそれが生じるとい
う意味で間接的なものにすぎないのであって，上記責任保険たる本件保険
契約の性格に照らせば，このような場合に被告に原告に対する保険金の支
払義務を認めることはできないというべきである」。
「債務不履行責任について
上記前提事実によると，原告は，各依頼者に対し，委任契約に基づき，
貸金業者等から取り戻した過払金の金員を返還する債務（民法第646条第
項）もしくは各依頼者に代わり貸金業者に対して残債務の弁済の代行を
する債務を負っていたことが認められるところ，これらの債務は，各依頼
者との委任契約に基づき，原告が本件横領事件の発生前から各依頼者に対
し負っていた債務であり，本件横領事件によって発生した新たな債務では
ない。また，これらの債務は，いずれも金銭債務であり，履行不能を観念
できないことから，本件横領事件によって，原告が上記債務を履行するこ
とができないとしても，これが本件横領事件によって損害賠償請求権に転
化することはない。
したがって，原告は，各依頼者に対して，履行不能に基づく損害賠償責
任を負担していない」。
「不法行為責任について
原告は，本件横領事件により，被用者である訴外Mが各依頼者に対し
て，不法行為に基づく損害賠償責任を負い，使用者である原告も各依頼者
に対し使用者責任を負うに至った旨主張する。
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そうすると，本件預り金の所有権は，占有者である原告に帰属している
というべきであり，本件横領事件によって損害を直接被ったのは，所有権
を侵害された原告であって，各依頼者ではない。したがって，原告は，本
件横領事件によっても，各依頼者に対して，所有権侵害による不法行為責
任を負わない」。
「「弁護士の資格に基づいて遂行した業務に起因して法律上の損害賠償責
任」を負担したとはいえず，被告の原告に対する保険金支払義務は認めら
れない」と判示した（下線による強調は，X代理人）。
 控訴理由の概要
原判決には，
第に，判例違反がある。すなわち，大審院明治45年月25日判決は，
受任者が委任者のために受け取った金銭の所有権が委任者に属することを
明言し，爾来，判例は，この立場を踏襲してきた。
しかるに，原判決は，委任契約に基づき，受任者が収取した金銭につい
ては，占有と所有が結合しているため，その所有権は常に金銭の受領者
（占有者）である受任者に帰属すると判示したが，明らかに大審院判例に
相反する判断を下したのみならず，この判示は，判例を無視し，金銭の所
有権移転につき，何らの審理もせず，釈明権も行使しない審理の不尽があ
る。
原判決の理解は，一部の学説及び最高裁昭和39年月24日判決（判例時
報365号26頁）（以下，「最高裁昭和39年判決」という。）に拠るものと思わ
れるのであるが，最高裁昭和39年判決は，委任に関する判決ではない。ま
た，預り金の所有権の帰属を問題とするというのであれば，この判例理論
によれば，所有権者は，預り金が預金されている金融機関に他ならない。
そもそも，本件では，銀行預金に対する債権の帰属が問題となっているの
である。原判決の根本的な過誤は，顕著であると言わなければならない。
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さらに，最高裁平成15年月12日判決は，委任における「前払費用」に
ついて，これが受任者に帰属すると判断していることから（民集57巻号
563頁）（以下，「最高裁平成15年判決」という。），その反対解釈として，
委任契約に基づき受任者が第三者から過払金として収取した金員は預り金
であり，委任者の承諾を得て初めて受任者の報酬と費用が具体的に確定さ
れることから，委任者と受任者の対内的関係における預り金債権の帰属に
ついては，その所有権が委任者にあると理解されるべきである。
したがって，原判決は，大審院の判例に違反し，また，民法第646条お
よび同第647条の趣旨に適合せず法令の解釈を誤るものであり，また，当
然の結果として事実誤認があることになる。
第に，原判決は，Xが各依頼者との間で負担した「債務は，各依頼者
との委任契約に基づき，原告が本件横領事件の発生前から各依頼者に対し
負っていた債務であり，本件横領事件によって発生した新たな債務ではな
い」と結論づけた。これに対して，Xは，Xが負担するに至る債務が弁
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で履行補助者である訴外Mの横領により発生
した Xの預り金に関する保管義務の侵害から生じた具体的な特定の債務
であり，かつ，委任者の金銭である所有物について，委任者に対して生じ
た債務不履行また不法行為の将来に基づく債務であると主張した。にもか
かわらず，原判決は，この主張事実を等閑したか，また，看過しており，
この点で判断遺漏，また，明白な事実誤認がある。
第に，原判決には，弁護士職業危険保険の特別約款を解釈するに及び，
「約款の客観的解釈の原則」を逸脱し，弁護士がその業
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，預り保管中の金員を横領された事案であるにもかかわらず，弁護士
の業務起因性を否定し，さらに，損害が直接的に発生する場合と間接的に
発生する場合を区分し，「間接的に生じた場合」には，本件保険の範囲か
ら除外するとした点で，本件保険契約の特別約款の解釈の誤りがある。ま
た，司法が当事者の一方の利益になるよう約款の文言を改変して解釈する
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ことは，違法であるといわなければならない。
そもそも，原判決では，Xの履行補助者が預り金を横領したことによる
使用者責任と債権侵害が問題とされているが，使用者の横領行為により，
金銭の所有物である委任者に損害が直接的に発生したことは自明である。
第に，原判決による法令の適用・解釈の誤りである。
本件では，Xは，Xが各依頼者との間で締結された委任契約に基づき負
担した善良な管理者の注意義務の内容である金員の保管・精算義務，また，
委任契約に基づき受任者の職務遂行により取得した金銭の委任者に帰属す
る所有権が訴外Mの横領により侵害された結果として，委任者に対する
債権侵害と債務不履行，および，金銭の所有権の使用者による不法行為に
つきその使用者責任が追求された。そして，本来の債務が債務不履行また
は不法行為により損害賠償請求権に転化したと主張した。
これに対して，原判決は，「事実上，原告が各依頼者に対する義務を履
行できない状況になったとすれば，各依頼者の債権が侵害されているとい
える」としながら，「原告が上記債務を履行することができないとしても，
これが本件横領事件によって損害賠償請求権に転化することはない」と判
示した。
したがって，原判決には，いわゆる請求権競合に該当する本件につき，
債務不履行に関する法令の適用・解釈に誤りがあるのみならず，請求権競
合に関する判例及び通説に明らかに違反する。
以上の理由により，原判決には，判例違反，法令の適用・解釈の誤り，
釈明権の権利不行使による審理不尽，判断遺漏ならびに事実誤認があり，
判決への影響は明らかであるから，原判決を取り消し，控訴の趣旨記載の
とおりの判決を求める。
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第 原判決は，金銭の所有権の有無を前提として判断して
いるが，その存否は，「不法行為」「権利侵害」の成立
に影響を及ぼすものでないこと
（） 物権と債権の峻別論
物権と債権の峻別論からすれば，預金債権の帰属主体を確定するに
際して，敢えて預り金の所有権の帰属を明確にする必要はないと考え
る。したがって，原判決が滔々と論ずる最高裁昭和39年判決に依拠す
る，「所有権は常に金銭の受領者（占有者）である受任者に帰属する」
との判示に対して，最高裁平成15年月12日判決などに照らして正面
から論ずる意味があるとは思われない。
しかし，預金債権の帰属主体の判断が必要となり，その帰属主体を
判断するためには，債権の発生原因（本件では，委任）及び当事者の
意思解釈に求められるべきである。本件では，委任契約に基づき，控
訴人は，合意に基づき，金融業者から収取する預り金を，「依頼者の
名前」で預かり，それを依頼者の計算において善良なる管理者の注意
をもって保管し，精算する義務を負う。本件では，その保管・精算義
務が履行補助者の横領行為により履行不能となったのであり，債務不
履行となるのは当然であると言わなければならない。
（） 各依頼者の債権が特定されていること
たとえ，原判決の依拠する理解に基づくとしても，以下のように判
断すべきである。控訴人は，各依頼者との間で委任契約を締結した。
控訴人は，それにより各依頼者からの分割払金や金融業者からの過払
金を控訴人個人の預貯金口座とは区別された，整理・精算のための別
の銀行口座に保管し，精算金の引渡等に備えてきたものであって，そ
のような場合には，それが金銭債権であっても，他と区別して特定で
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きる（金銭）債権である。
すなわち，原告は，過払金返還請求事件について，委任者のために
その債務者である業者から，別紙「預かり金債権一覧表（過払金返還
分）」記載のとおり，過払金の返還を受けた（甲47，甲48）。そして，
これらの預り金を自己の預金口座とは区別された「××信用金庫赤坂
支店」の「T綜合法律事務所弁護士 X」名義の口座に保管し，これを
順次委任契約に従い精算してきたものである（甲49のないし49の
116）。このように，控訴人は，各委任者からの預り金を自己の預貯金
口座と区別しており，これらの預り金は控訴人個人が自由に使用・処
分の許される性質のものではないことは，当然である。
さらに，控訴人による預り金の管理・保管の方法もその趣旨に答え
るものであった。すなわち，控訴人が，弁護士として，複数の依頼者
から債務整理事件を受任するときの預り金の保管・管理のあり方とし
て，その他の預金とは区別された法律事務所の口座名義で出入金を管
理するものであり，その取り扱いについて他者から疑問視されたり，
また，特段問題とされるような状況ではなかったのである。
したがって，控訴人の専用預り金口座に預金された金銭であって，
それが特定されているときでも，それが常に受任者の所有物になると
いう，原判決の理解は，やはり，法律の解釈または事実誤認があると
言わざるをえない。
第 原判決には，事実誤認があること──控訴人は，本件
横領事件により保険金請求の事由となる「損害」を被
ったこと──
（） 原判決の理解
原判決は，Xが締結した委任契約に基づき，負担する債務の内容に
86
ついて，以下のとおり理解した。
「原告は，各依頼者に対し，委任契約に基づき，貸金業者等から取
り戻した過払金の金員を引き渡す債務（民法第646条第項）もしく
は各依頼者に代わり貸金業者に対して残債務の弁済の代行をする債務
を負っていたことが認められるところ，これらの債務は，各依頼者と
の委任契約に基づき，原告本件横領事件の発生前から各依頼者に対し
負っていた債務であり，本件横領事件によって発生した新たな債務で
はない」と断じている（下線による強調は，X 代理人）。しかし，X
が，本件委任契約により負担する債務は，これらにとどまるものでな
い。
（） 本件委任契約により，Xが負担した債務の内容
Xは，各依頼者から，各依頼者と貸金業者との間で債権債務の整
理・精算行為をすることを委任され，それを受任した（民法第643条）。
そして，Xは，それらの事務処理をなすにあたり，Xが支出した費用
と契約の履行後に相当の報酬支払いについても合意をみたものである
（民法644条，民法648条）。
原判決も摘示するように，Xは，この合意により，委任契約に基づ
き，委任業務を処理するについて，委任者にその精算金の引渡し，ま
た，各依頼者に代わり貸金業者に対して残債務の弁済の代行をする事
務処理を受任した（民法第646条第項）ことも委任業務の内容であ
ることは当然である。
しかし，原判決による Xが負担する委任業務の理解は短絡的であ
る。すなわち，Xが各依頼者に過払金を現実に精算して引き渡すとき
は，Xが金融機関との裁判外の和解や裁判上の請求により過払金の金
額が確定し，金融業者からこれらの金員が Xの預り金口座に振り込
まれた後，Xが支出した費用と各依頼者との間で合意した報酬を控除
して，初めて，各依頼者への具体的に特定された精算・引渡額が確定
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するのである。
したがって，原判決が「これらの債務は，各依頼者との委任契約に
基づき，原告が本
・
件
・
横
・
領
・
事
・
件
・
の
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発
・
生
・
前
・
か
・
ら
・
各依頼者に対し負っていた
債務であり，本件横領事件によって発生した新たな債務ではない」と
したが，これは誤解に基づくものであると言わざるをえない（下線と
傍点による強調は，X代理人）。Xが負担した債務とは，基本的には，
委任契約に基づく各委任者である依頼者の所有物である預り金の善管
注意義務の一内容としての保管・精算義務であり，また，所有物の引
渡義務であるが，個別具体的には，各依頼者との契約に基づき，委任
事務を遂行し，金融業者から過払金の返還を受けたようなときには，
業者への支払いのために預かるべき金額と各依頼者に引き渡すべき金
額が確定したときに存在した債務であるといわなければならない（弁
護士の前渡金に関する善管注意義務と返還義務については，最高裁平
成15年月12日判決，民集57巻号563頁）。
（） Xは，本件横領事件により保険金請求の事由となる損害を被ったこ
と
原判決は，前述のように，これらの債務が「新たな債務ではない」
と判示したが，Xの主張とは全く趣旨の異なる理解をしていると言わ
ざるをえない。
Xの主張するところは，Xが，委任契約により，そもそも各依頼者
の所有物である預り金について善良なる管理者としての注意義務たる
保管・精算債務などを負担することになったが，その履行を確保すべ
き対象物である預り金が，訴外Mによる本件横領事件という「事故
の発生」により消費され履行不能状態となり，各依頼者に，Xに対し
て，保険金の請求事由となる「損害」が発生し，また，現実に，各依
頼者からその支払いを求められているということである。
（） 本件で，最も重要なことは，以下の事項である。
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Xは，各依頼者との間で委任契約を締結した。その結果，Xは，善
管注意義務の内容として預り金の保管・精算義務，そして場合に応じ
て，精算金の引渡義務を初めとする幾つかの債務を負担した。そして，
その債務の本旨に対する第三者の故意による侵害行為が存在するとき
には，法律要件に該当し，債権侵害が肯定されることは当然であり，
この債権侵害から債務不履行に基づく損害賠償請求権が発生し，また，
委任者の所有物が Xの履行補助者の横領により消費されたことに基
づき不法行為が成立し，Xの使用者責任により損害賠償請求権が発生
するのも当然であるといわなければならないということである。
第 「弁護士職業危険保険」特別約款の解釈に誤りがあること
 本件賠償責任保険の約款──「約款の客観的解釈の原則」につい
て──
（）「約款の客観的解釈の原則」について
本件賠償責任保険の約款には，「被保険者または業務の補助者によ
る弁護士業務の遂行に起因して発生した不測の事故（以下，「事故」
といいます。）について，被保険者が法律上の損害賠償責任を負担す
ることによって被る損害に対して，保険金を支払います」とある（下
線による強調は，X代理人）。そこで，本件では，特別約款第条の
解釈が問題となる。
凡そ，約款の文言を解釈するときには，法文の適用・解釈とは異な
り，いわゆる，「約款の客観的解釈の原則」について，十分理解した
上で行うことが求められる。賠償責任保険契約の約款についても事情
は，同一である。
約款の解釈は，一般の契約条項の解釈と異なり，作成者の意図とは
係わりなく，「合理的あるいは顧客の理解可能性を基準に」しなけれ
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ばならない」とされる（通説，例えば山下友信『保険法』116頁）。つ
まり，約款の解釈は，合理的あるいは平均的な保険契約者が理解しえ
たか否かが解釈の基準となるのである。かかる解釈方法は客観的解釈
の原則に基づいて学説が一般に認める解釈基準であるが，その理由に
ついては，次のように説かれている。
（） 客観的解釈原則が要請される理由
「多数契約の画一的処理の要請と顧客の平等待遇への要請から，顧
客圏の平均的合理的理解可能性を基準とした『客観的解釈』が要求さ
れる。事業者が多数の消費者を相手とする定型的な契約における約款
条項においては，作成者の相手方たる顧客側の意思的関与が希薄であ
ることから，個々の具体的当事者の『真意』を探求するという以上に，
一定の顧客圏を前提とした客観的・類型的・合理的な解釈が求められ
るわけである。個別になされた特別な取り決めを除けば，当該取引圏
における平均的合理的顧客の理解を基準とした客観的・合理的解釈に
より，事業者は契約内容を画一的に確定して扱うことが可能となり，
大量取引を迅速・確実に処理することができる。このことは，ひいて
は顧客の利益にも適うことである」（河上正二『民法総則講義』290頁
（有斐閣，2007年））。
原審において，Xは約款を解釈するに及び，その原則と基準に依拠
すべきことを明確に主張し，それを求めたにもかかわらず，原判決は，
これを等閑にし独自の判示をした。まさしく，原判決には，重大な誤
りがあり，違法であると言わざるをえない。
 約款の解釈の問題性（その）：業務起因性
（） 本件において，「弁護士職業危険保険」特別約款には，業務起因性
について，「弁護士業務の遂行に起因して発生した不測の事故」と明
確に記載しているにもかかわらず，原判決が本件約款の解釈をなすに
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及び，「弁護士としての資格に基づく業務に起因して負担した損害賠
償」という極めて狭い範囲に付保の範囲を限定しているのは，まさし
く不当というほかない。以下では，この解釈の問題性を具体的に主張
する。
（） 原判決の判示内容
原判決は，「原告は，本件横領事件により，訴外Mが各依頼者の原
告に対する債権（過払金の引渡請求権等）を侵害し，そのため，原告
も各依頼者に対して使用者責任による不法行為責任を負担した旨主張
している。確かに，本件横領事件によって，事実上，原告が各依頼者
に対する返還義務を履行できない状況になったとすれば，各依頼者の
債権が侵害されているといえる。これは原告の預り金に対する管理が
不十分であったことに基づくものであり，「弁護士としての資格に基
づく業務に起因」して負担した損害賠償義務とはいえない」と述べ，
約款に記載された「弁護士業務の遂行に起因」の文言を，「弁護士と
しての資格に基づく業務に起因」と読み替えて，Xが主張した損害賠
償義務であるとの性格付けを否定した。
（） 凡そ，弁護士の業務は，医師や公認会計士の業務と異なり，他人の
財産を取り扱うことの多い業務であるから，金銭管理上の過誤を補償
の対象から除外するというのであれば，必然的に，弁護士業務のため
の賠償責任保険の価値は半減する。原判決にもかかわらず，弁護士が
依頼人から金銭や品物を預かることは，弁護士の委任事務として中核
的な内容を占めるものと言わなければならない。弁護士職務基本規程
においても，弁護士が依頼者から金銭や物品を預かり保管する場合に
かかる規定がおかれており，預り金については，自己の金員と区別し，
預り金であることを明確にする方法で保管すべきこと（規程38条），
また，預り品についても，善良な管理者の注意をもって保管すべきで
あるとされている（規程39条）。
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（） 本件では，Xは，各依頼人と金融業者との金銭の管理をホームバン
キング・サービス・システムを用いた総合振込により行い，その状況
と結果についても記録に残すように務めてきた（規程38条）（甲44，
甲49，甲50）。Xによる各依頼人のための金銭管理業務が弁護士の業
務に起因することを否定することには，全く理由がない。
したがって，Yがそのような金銭管理上の過誤を補償の対象から排
除をするというのであれば，そもそも約款に明文化しておくべきであ
り，上記の文言には，特段の制限はなされていないのであるから，業
務起因性を否定する理由とはなしがたい。
このことは，たとえば，『弁護士賠償責任保険事例集』（全国弁護士
協同組合連合会［編］）によれば，弁護士が業務上預り保管中の金員
を盗取された事案について，弁護士の業務起因性自体は，当然の前提
とされていることからも確認されうる（甲42，135頁）。一目瞭然であ
る。
（） 原判決による当該約款の解釈は，似て非なるものであると言わざる
をえない。それを明らかにするために，約款の「弁護士業務の遂行に
起因して発生した不測の事故」と，「弁護士としての資格に基づく業
務に起因して負担した損害賠償義務」を比較衡量することにする。
前者の例として，環境問題に関心を有し，生物多様性に関する条約
や，それを前提とした国内立法のための法律作業を NPOの人々と共
同作業を行う弁護士を想定しよう。この作業を遂行することは，弁護
士としての資格に基づくものであるに及ばない。では，この弁護士が，
この目的のために設置された NPOの事務局長として活動するとき，
運営や活動資金であるその預り金を自己の法律事務所において NPO
名義で保管することを委任されたと仮定して，この活動資金が何人か
により横領されたときには，これは，弁護士業務の遂行に起因して発
生したことにならないとでも言うのであろうか。
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（） 原判決の論理によれば，依頼者からの保管金は既に弁護士の所有物
となり，また，そのような活動は弁護士業務に該当しないことになる。
しかし，その判示内容のうち，まず，この保管金が既に弁護士の所有
物となるとすることが誤りであり，各依頼者の所有物である預り金を
善良な注意義務をもって保管すべきことは，受任者たる弁護士の業務
であることも，また，自明であると言わなければならない（弁護士職
務基本規程38，39条）。
（） 次に，原判決の考えを推量することは必ずしも容易ではないが，原
判決は，「弁護士としての資格に基づく業務に起因して負担する損害
賠償義務」を，さらに，「弁護士の専門家としてのリスク」とも言い
換えるのである。
弁護士としての資格に基づく業務の事項範囲は多岐・多様に及ぶも
のである。法律相談，各種の民・商事事件，家事事件，刑事事件，少
年事件などの事件，また，それらに付随する事件のみならず，司法書
士や行政書士が行う業務もある。さらに，裁判上，また，裁判外の和
解においても事情は同一である。それらの事項に係わる業務，また，
それを遂行するために必要とされる業務は，原判決の理解の下でも，
「弁護士としての業務」ということができる。
しかしながら，あらためて，本件に付随して言及するならば，弁護
士の活動領域は，上記の事項に限定されず，極めて多岐に及びうるも
のであり，ある政策判断を必要とする場合の住民との意見交換や条例
を制定する場合のオピニオンリーダーや補助者としての活動もそれに
付け加えられるのであり，近年では，講義や講演活動，執筆活動をす
る弁護士も多数に及ぶ。もし，弁護士責任保険について，弁護士のな
す活動の範囲が多岐に及ぶ不都合が生ずるというのであれば，保険者
側が，予め約款においてその限定をなすべきである。
原判決は，弁護士の業務起因性に関して「弁護士の専門家としての
弁護士責任保険請求事件 93
リスク」とも読み替えるのであるが，弁護士の業務範囲を限定してい
ると言わなければならない。
（
） そもそも，原判決がなしたように，司法が，約款の解釈に及び，
「弁護士の業務」また「その遂行に起因する」との文言につき，その
事項範囲の広狭について評価をなしたり，容喙すべきではない。約款
の解釈において不明確なときには，その責任は保険者にあるとされる
のであり，司法がなし得るとすれば，約款の解釈につき不明確性が存
在するか否かの判断にとどまるとすべきである。
（） 加えて，本件では，司法が当事者の一方の有利になるように約款の
文言を改変することは，たとえば，被保険者の保険保護の要件を約款
の要件よりも加重する解釈趣旨で記載したということであり，その違
法を免れない。
 約款の解釈の問題性（その）：履行補助者
（） Xは，原審において，本件横領事件により，訴外Mが各依頼者の
Xに対する債権（過払金の引渡請求権等）を侵害し，そのため，Xも
各依頼者に対して使用者責任による不法行為責任を負担した旨主張し
た。
この点について，原判決は，「確かに，本件横領事件によって，事
実上，原告が各依頼者に対する返還義務を履行できない状況になった
とすれば，各依頼者の債権が侵害されているといえる。これは原告の
預り金に対する管理が不十分であったことに基づくものであり，「弁
護士としての資格に基づく業務に起因」して負担した損害賠償義務と
はいえない」とした（下線による強調は，X代理人）。そこで，保険
事故の発生と履行補助者を含めた業務遂行性について論ずる。
（） 弁護士の業務は，その資格に基づく専門的な知識や技術の遂行によ
り履践されることは当然であるとしても，その業務を遂行するために
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は，多種多様な日常的な事務の積み重ねが必要不可欠となる。法律事
務所においては，本来的に業務の内容として事務所や各依頼者に係る
金銭管理を伴うのである。そして，金銭管理は，弁護士の業務遂行の
ために，いわば最重要な業務であるとも位置づけられうる。
したがって，弁護士の業務遂行のための事務所の金銭の管理が「業
務」に包含されることは自明であると言わなければならない。また，
その業務には，弁護士にとどまらず，履行補助者である事務員や使者
が携わるのであるから，それらの人員が補助者として契約の対象とし
て参入されている場合には，付保の対象となることも自明の理と言わ
なければならない。
（） 本件契約においては，Xたる被保険者だけでなく，業務の補助者が
加えられているうえ（補助者の人数によっても保険料が異なる），補
助者を含めた業務遂行性が認められるのであり，特段の事情のない限
り，業務起因性を肯認されるべきであると思料される。
本件において，訴外Mは，Xの法律事務所において委任契約に伴
う事務処理，特に，預り金口座から多数の依頼者への過払金の引渡や
業者への分割弁済金を振り込む業務を担当してきた者である。それら
の業務は，専用預り金口座である××信用金庫××支店の「T綜合法
律事務所弁護士 X名義の普通口座からパソコン操作により，一括振
込することのできる××銀行××支店に振込移管することにより行わ
れたが，訴外Mは，それを奇貨として，訴外同人の普通預金口座に
振込み，横領に及んだものである。
したがって，本件では，各依頼者からの委任事務を遂行する過程で
の補助者による預り金の横領行為であるから，業務起因性があること
は言を侯たないのであり，業務遂行性も肯定されうるのであり，弁護
士の補助者による弁護士業務の遂行に起因して発生したことは明らか
である」。
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 約款の解釈の問題性（その）：損害が直接・間接に発生したか否か
を問うことは，無意味であること
（） 原判決は，言う。
「そもそも，本件保険契約は，専門家たる弁護士の責任保険として，
弁護士の専門家としてのリスクを担保するものであり，本件保険契約
の対象となるのは，あくまで，弁護士業務に起因した損害がまず依頼
者に発生し，弁護士が当該依頼者に対して損害賠償責任を負うことに
よって損害が生じた場合を予定しているのであって，弁護士が直接損
害を被り，それにより依頼者に間接的に損害が発生した場合を予定し
ていないものと解される。このような依頼者に生じた間接的な損害ま
でを担保するということになれば，結局，弁護士が自己に生じた直接
損害を当該保険によって担保することになる。これでは，専門家たる
弁護士の責任保険の範囲を超えるものといえる。このことは，本件保
険契約が特別約款第条において，被保険者が弁護士の業務に起因し
た損害賠償責任によって負担した損害に限って担保していること，保
険法第17条項が，責任保険契約について，「被保険者が損害賠償の
責任を負うことによって生ずることのある損害をてん補するもの」と
規定していることからしても裏付けられる。
これを本件についてみるに，本件横領事件によって直接の損害を被
ったのは原告であることは否定できず，原告の依頼者が損害を被ると
しても，それは損害を被った原告から債権を回収できなくなるおそれ
が生じるという意味で間接的なものにすぎないのであって，上記責任
保険たる本件保険契約の性格に照らせば，このような場合に被告に原
告に対する保険金の支払義務を認めることはできないというべきであ
る」（下線による強調は，X代理人）。
（） 原判決は，委任契約による預り金の所有権，および，責任保険にお
ける性格についても根本的な誤解をしている。原判決は，受任者が各
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依頼者に金融業者から収取された過払金などの金銭の所有者であると
の前提に立ち論じているのであるが，誤りである。Xが主張したよう
に，これらの金銭債権の所有者は各依頼者であり，受任者はこれらの
金銭を預り金として処理するに過ぎない。故に，訴外Mによる預り
金の横領は，各依頼者の金銭債権への侵害であり，各依頼者への背任
行為であることは歴然としている。
（） この理解に与しない原判決は，まず，「直接的損害」「間接的損害」
のカテゴリーを分別，作出した。しかし，預り金が委任者の所有する
金銭債権でないと仮定しても，司法が，「間接的に損害が生じた場合」
を本件保険の範囲から除外することは，本件保険契約の対象について
約款を解釈するに当たり，結論として，被保険者に不利な解釈をする
ものに他ならない。
この事項についての，Xの結論から述べるに，各依頼者に損害が生
じ，Xに対して損害（債権）の支払い請求がなされたときは，それが
弁護士業務に起因するものであれば，直接的であると間接的とを問わ
ず，その損害を当該保険が担保すべきである。
原判決の論理によれば，各依頼者からの預り金は弁護士の所有物で
あり，この金員の盗取や詐取による滅失や消費は弁護士が直接損害を
被ることであり，依
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などとした。しかし，この判示内容は，常軌を逸脱しているとしか表
現のしようがない。Xは，原判決の判示には，以下に述べるとおり理
由がないと主張する。
（） この事項についても，まず「約款の客観的解釈の原則」が前提とさ
れなければならない。これに加えて，約款の解釈においては，裁判所
の不断のチェックとこれに応じて修正をする保険会社の努力により，
より透明性が高く，かつ，より合理的なものに洗練されることが必要
不可欠である。
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保険約款を含めて世界の商取引上の普通契約約款の大部分は，英米
の取引から生まれ，英米の裁判所による企業者に厳格（不利）な解釈
と，これに対応して約款を修正し洗練するという企業者の努力を通じ
て形成されたものである。英米の保険約款の模倣から出発するわが国
の保険約款も，講学上は伝統的に「法源」の項目の下に講じられてき
たが，それはあくまで企業者の一方的に作成する定型的な契約内容に
すぎない。したがって，かかる約款の解釈においては，法文の解釈と
は逆に，作成者の意図は解釈の基準とすることはできず，契約の（合
理的・平均的な）相手方の理解（可能性）を基準としなければならな
い（通説）。わが国においては，保険会社は，約款の作成の趣旨ない
し意図，さらには保険の技術的性質などを理由に保険金の支払いを拒
むことが少なくない。本件においても，Yは，種々の理由で保険金の
支払いを拒否する主張をしている。
しかしながら，約款の文言を見れば，かかる Yの約款解釈につい
ての主張は，保険金の支払いを拒むことに向けられるのではなく，む
しろ，自らの約款の透明性を高め，その主張する約款作成の趣旨に合
致した表現に修正する努力に向けられるべきである。
（） ところが，驚くべきことは，原判決は，「被保険者が，業務に起因
して，法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害をてん
補します」と記載しているに過ぎない本契約の約款解釈に及び，その
損害の範囲を限定したのである。しかも，弁護士責任保険の最大の存
在意義である依頼者の利益を損なってのことである。
（） 原判決にもかかわらず，Yが作成した「免責」に関する弁護士職業
危険特別約款の第条に関する条項の反対解釈からすれば，損害は
「直接であると間接であるとを問わず」，補填されるべきである。補填
されない損害が存在するというのであれば，約款にその旨を明記すれ
ばよい。それだけで，解釈論上争う事態は何ら生じない。
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「被保険者が，業務に起因して，法律上の損害賠償責任を負担する
ことによって被る損害をてん補します」の文言について，直接的また
は間接的損害に分別して，別異に取り扱うか否かが不明確であったと
しても，わが国おいては，不明確な約款については，作成者に不利に
解釈するという原則は，その根拠については必ずしも一致はみていな
いが，この原則を認めるのが通説的立場である。比較法的にも，古代
ローマ法以来の原則であり，約款解釈方法についても実質的な世界標
準ともいえる英米の判例法上最も重要な約款解釈の原則として確立し
ており，この原則の適用例は文字通り枚挙に暇がない。フランス法に
おいては民法及び保険法において明文で認められている。ドイツ法の
判例・学説でもある。
よって，原判決は，「依頼者に間接的に損害が発生した場合を予定
していないものと解される」などとの独善とした解釈を判示している
が，本件賠償責任保険の約款の解釈を誤っていると断ぜざるをえない。
また，「業務起因性」のところでも指摘したように，違法な解釈であ
る。
第 法令の適用・解釈に誤りがあること
 原判決の損害論に関する判断に誤りがあること
本件は，いわゆる請求権の競合に該当する事案である。
原判決の理由をみるに，保険約款のうち弁護士職業危険特別約款第条
にいう「本件保険契約は，被保険者である原告が損害賠償責任を負担する
ことによって生じた損害すべてをてん補するものではなく，あくまで被保
険者である原告が弁護士の資格に基づいて遂行した業務に起因して法律上
の損害賠償責任を負担することによって被る損害をてん補するものである
ところ（甲の，甲の），以下のとおり，原告は，各依頼者に対し
弁護士責任保険請求事件 99
て，本件横領事件によって，「弁護士の資格に基づいて遂行した業務に起
因する法律上の損害賠償責任」を負担したとはいえず，被告の原告に対す
る保険金支払義務は認められない」という。
そこで，以下では，原審が認定した損害論について，その不合理性を質
すとともに，請求権競合の論点にかかる原判決の法令違反について主張す
る。
 債務不履行責任について
（） Xは，各依頼者に対し，委任契約に基づき，貸金業者等から取り戻
した各依頼人の所有物である過払金の金員を引き渡す債務，もしくは，
各依頼者に代わり貸金業者に対して残債務の分割弁済の代行をする債
務を負っていたことは，明白である。ところで，原判決によれば，
「これらの債務は，各依頼者との委任契約に基づき，原告が本件横領
事件の発生前から各依頼者に対し負っていた債務であり，本件横領事
件によって発生した新たな債務ではない」とした（下線による強調は，
X代理人）。
（） しかし，原判決によるこの認定は，明らかに誤りである。
Xが各依頼者に負担する債務は，債務整理事件を受任する合意によ
り，この業務を処理することについて受任者としての善管注意義務を
負うのである（民法第644条）。Xは，本件委任業務の処理をなすにあ
たり，債権債務の整理・精算行為をするために，各依頼者から金員を
預かり，分割払い金として債務弁済を行い，また，金融業者から返還
された過払金を一時的に預かり，Xが支出した費用と合意した報酬を
控除した上で，最終的に依頼者からの精算する預り金として，まず，
これらの金員を保管し，適宜，それらを引き渡す債務を負担した。
Xは，原判決も摘示する債務（抽象的であり，後日，具体化して確
定される）を負担したが，Xが各依頼者に業者からの過払金を支払う
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ときは，Xが金融業者との裁判外の和解や裁判上の請求により過払金
の金額が確定し，金融業者からこれらの金員が Xの預り金口座に振
り込まれた後，Xが支出した費用と各依頼者との間で合意した報酬を
控除して，各依頼者の承諾に基づき初めて，具体的な債権額が確定す
るのである（甲47，甲48）。
これが，Xが過払金の存在する各依頼者に負担する債務であり，ま
た，残債について支払いが必要な依頼者には，Xがそのための金員を
預かり，それを金融業者に引き渡す債務である。これらの債務は，い
ずれも金融業者との関係において，それらの債務額が具体的に確定し
た段階で生ずるものである。本件横領事件の発生とは関係なく，債務
額が具体的に確定したときに負担した債務である。
（） これらの債務は，確かに金銭債務であるが，Xが負担する債務はこ
れにとどまらない。将来特定される抽象的な債務が訴外Mにより侵
害され，Xが各依頼者に対して負担する保管・精算義務が債務不履行
に陥るならば，当然法律要件に該当し（民法415条），それが損害賠償
請求権に転化することは否定できないと言わなければならない。
しかるに，原判決は，Xが負担する債務が金銭債務だけであり，履
行不能を観念できないことを理由に，本件横領事件により，Xがこれ
らの債務を履行することができないとしても，これが本件横領事件に
よって損害賠償請求権に転化することはないと判示した。ここには，
原判決が，預り金が受任者の所有物であるとした理解に基づく，根本
的な誤りが指摘されうる。
各依頼者である委任者は，預り金に関して受任者に生じた委任に基
づく保管・精算にかかる債権を，本件横領事件によって侵害されたの
である。Xがこれらの債務の履行不能に陥ることとなったのであり，
各依頼者には債権侵害による損害が発生した。にもかかわらず，これ
が本件横領事件によって損害賠償請求権に転化することがないとすれ
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ば，債権者である各依頼者は，一体誰に対して，いかなる権利により
救済を得ることができるというのか。
Xの履行補助者に背任的行為が発生したにもかかわらず，依頼人が
預り金の保管者である Xに対して，債権侵害に基づく損害賠償を請
求できない事態こそ，法理論上，凡そ観念できない。原判決の論理破
綻は，顕著であると言わなければならない。
（） Xは，前述したとおり，受任者である Xが金融業者などから収取
した金銭その他の物は，各依頼者の所有物であるとの理解を当然の前
提にしているのであり，各依頼者が Xに対して，債務不履行または
不法行為を原因として損害賠償を請求しえない事態の発生など想定で
きないことを，付言しておく。
（） 原判決は，「したがって，原告は，各依頼者に対して，履行不能に
基づく損害賠償責任を負担していない」としたが，この結論の異常さ
を肝に銘ずべきである。
本件では，弁護士職業危険保険の約款の解釈問題のみならず，この
保険制度の存在意義を本質的に考慮しなければならない。この責任制
度は，弁護士のためにだけ存在するのではない。むしろ，当然のこと
ではあるが，弁護士業務に起因して，損害を被った依頼者達，特に本
件では，いわゆるサラ金の犠牲者達に発生した損害を補填することに
あることを失念してはならない。
Xは，各依頼者からの預り金を訴外Mの横領行為に因り消費させ，
各依頼者の債権を侵害し，損害を生ぜしたのであり，当然に，その賠
償責任を負担すべきである。
 不法行為責任について
（） Xは，本件横領事件により，被用者である訴外Mが各依頼者に対
して，不法行為に基づく損害賠償責任を負い，使用者である Xも各
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依頼者に対し使用者責任を負うに至った旨主張した。
例えば，運送契約に基づき被害者と運送契約を締結した運転手が交
通事故を起こした結果，運転者の使用者である運送会社の経営者が，
犠牲者に対して，運送契約に基づく債務不履行責任と不法行為責任を
問われることの法律構成に，別段の問題は生じない。
本件では，Xの履行補助者である訴外Mによる横領行為により債
権を侵害された，Xと委任契約を締結した各依頼者が，委任契約に基
づく善管注意義務違反を理由として損害賠償請求することと，Xの履
行補助者である訴外Mの預り金の横領行為により，金銭を消費され
た各依頼者が，履行補助者の使用者である Xに使用者責任に基づき
損害賠償を請求できることにも，特段の問題はないはずである。
（） 本件は，請求権の競合が平明に構成される事案であること
本件では，通常，債務不履行責任と不法行為に対する使用者責任の
請求権競合について，極めて平明に法律構成されうるはずであるにも
かかわらず，原判決では，請求権競合の場合に該当する本件の法律構
成が歪曲されていると言わざるをえない。
原判決においては，本件預り金は，Xが各依頼者のために，委任契
約に基づいて管理・占有していたことが認められるとしながら，「一
般に，受任者が委任契約によって委任者から代埋権を授与されている
場合，受任者が委任又本件保険契約に基づき受け取った物の所有権は
当然に委任者に移転するが，金銭については，占有と所有が結合して
いるため，その所有権は常に金銭の受領者（占有者）である受任者に
帰属し，受任者は同額の金銭を委任者に支払うべき義務を負うことに
なるにすぎない」した（下線また傍点による強調は，X代理人）。
さらに，原判決は，物と金銭を分別し，本件預り金の所有権は，常
に，占有者である Xに帰属しているという前提で，本件横領事件に
よって損害を直接被ったのは，所有権を侵害された Xであって，各
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依頼者ではないという理解の下で結論した。「したがって，Xは，本
件横領事件によっても，各依頼者に対して，所有権侵害による不法行
為責任を負わない」と。
（） 受任者が預り金につき保管義務を負うこと
原判決の法律構成には，根本的な誤りがある。繰り返すことを恐れ
ずに再論するならば，受任者が委任者からまたは第三者から収取した
物と金銭の所有権の移動について，同一の取扱いを観念しないことが
誤りである。民法第646，647条の趣旨や規定振りに照らすならば，ま
た関連する大審院判決を考慮するならば，別異の取扱いをする理由は
ない。
実務においても，弁護士たる受任者は，委任者や第三者から受け取
った財産については，これを預り金として，受任者の預金口座と分別
管理された，別個の専用預金口座を使用するなどして事務処理をして
いるのである。本件においても，事情は同一であり，Xは，金融業者
および各依頼人との事務処理のために，××信用金庫で専用預金口座
を開設し，維持してきた（甲45「預金取引明細表」）。また，弁護士職
務基本規程38条が，預り金について，特に，「分別管理義務」を明記
している主意は，預り金が受任者の自らの所有物足りえないことを自
覚させ，業務遂行行為において他人から疑念を抱かれるような余地を
残さないようにし，ひいては，委任者の保護を図るために他ならない
（甲43）。
また，原判決の立場によるとしても，Xが依頼人からの預り金の保
管・精算義務を負うことは否定されうる余地がない。
したがって，弁護士業界がこのように預り金につき厳格に対応して
いるにもかかわらず，裁判所が，預り金の所有権が常に受任者である
との判断をすることには，背理があると言わなければならない。最高
裁15年判決は，最高裁昭和39年判決が肯定した金銭所有権のドグマの
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硬直的運用を回避すべく，「前払費用」の金銭所有権を限定的に認め
たと理解すべきである。
（） 履行補助者の横領行為に関する使用者責任
仮に，原判決の採用する立場に依拠するとしても，凡そ，使用者責
任の制度を否定することはありえないのであるから，履行補助者たる
第三者の故意による横領行為により，Xが各依頼者に負担する債権を
侵害したのであり，その結果，Xが各依頼者に対して使用者責任に基
づく不法行為責任を負担すると結論することにいささかも問題はない
はずである。
ところが，原判決は，各依頼者の債権が侵害されているとしても，
これは原告の預り金に対する管理が不十分であったものであるとする。
そこで，業務を遂行する過程でなされた訴外Mによる横領行為を
再確認することにする（甲44）。訴外Mは，委任契約に基づく過払金
の整理・精算事件の事務処理に精通していることを奇貨として，Xの
依頼人のための××信用金庫××支店の専用預金口座から多数の債権
者への精算金の引渡や金融業者への分割弁済金を××銀行××支店を
通じて一括振込できることを巧みに利用し，パソコンの操作により自
己の口座に振り込み，受任者である Xには，あたかも委任者や業者
に振り込みしたように虚偽の報告を行ったものである（甲19，20）。
その損害の一部が訴状（判決文）別紙「M事件・損害一覧表」記載
の①〜③記載の合計金5881万681円である（甲27の〜21，28の
〜18，29の〜18）。
さらに，訴外Mの横領の具体的な手口を例示するに，上記「別紙
預かり金債権一覧表（過払金返還分）」記載の①の，I名義の××
信用金庫××支店の普通預金口座への平成19年11月21日から同20年10
月20日までに業者から振り込まれた預り金である過払金の合計444万
2392円の内金68万9925円について，訴外Mが同21年月日に××
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銀行××支店に振込移管し，即日，訴外同人の普通預金口座に振り込
み横領し，さらに，これを隠蔽するために，虚偽の振込送金書類およ
び虚偽報告書を作成したのである（甲の〜）。
（） 責任保険の目的
あらためて，責任保険が，いかなる目的で創設されたかを想起する
必要がある。弁護士が業務を遂行するに及び，第三者に法律上の損害
賠償責任を負担することによって被る損害を填補するためではないの
か。原判決の判示には，責任制度の存在趣旨に鑑みても理由がない。
さらに，原判決は，損害を被る各依頼者が債権を回収できなくなっ
たことにつき，これが，「債権が回収できなくなるおそれが生ずると
いう意味で間接的なものにすぎない」と判示して，責任保険制度の存
在意義を否定するが，この判示も，全く理由とならない
第 原判決は，責任保険が困窮する控訴人の依頼者を救済
する必要性を忘却していること
（） 原判決の判示内容
「これを本件についてみるに，本件横領事件によって直接の損害を
被ったのは原告であることは否定できず，原告の依頼者が損害を被っ
たとしても，それは損害を被った原告から債権を回収できなくなるお
それが生じるという意味で間接的なものにすぎないのであって，上記
責任保険たる本件保険契約の性格に照らせば，このような場合に被告
に原告に対する保険金の支払義務を認めることはできないというべき
である」（下線による強調は，X代理人）。
（） 依頼人を保護する緊喫の必要性
原審の最終準備書面において，Xが主張したところであるが，責任
保険においては，損害の填補がなされるか否かの問題は，畢竟，被害
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者の保護がなされるか否かに係わる重大かつ緊喫な問題である。本件
の保険金もそれが支払われれば，すべて Xの各依頼者に直ちに支払
われるものである。まして，Xの依頼者の多くは，営々と高金利を支
払ってきた経済的な困窮者であり，犠牲者である。また，X（被保険
者）は，保険金の不正請求者ではないことは言うまでもなく，また，
保険金の支払いを受けることにより利得する者でもない。他方，Y
（保険者）は，X（被保険者）が具体的な保険金請求権の発生の要件
を充足しており，その支払を拒む理由はない。むしろ，保険金支払い
こそが弁護士賠償責任保険の何よりも宣伝となるともいえるのである。
Yが保険金を支払わないことは，保険契約の当事者の利益を害するの
みである（甲51）。
（） 弁護士業務に起因する依頼者を救済するために弁護士責任保険の義
務化が要請される今日，司法が，これに水を差すようなことがあって
はならない。この意味で，原判決の不当性が認識されなければならな
い。
Xの控訴理由は，以上のとおりであり，Xの請求は，認められてしかる
べきであると確信する。
第 控訴審判決
東京高等裁判所第24民事部（三輪和雄裁判長）の判決は，平成23年月
29日に下された。その内容は，以下のとおりである。控訴理由書の内容に
何一つ真正面から答えることのない判決であると思う。弁護士責任保険は，
死亡保険金と異なることを理解していない判決であると言わざるをえない。
「 当裁判所も，控訴人の請求は理由がないから棄却すべきものと判断
する。その理由は，次のとおり補正するほかは，原判決「事実及び理
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由」欄の「第 争点に対する判断」のに記載のとおりであるから，
これを引用する。
（） 
頁17行目の「転化することはない。」を「転化することはない
（なお，控訴人が各依頼者に対して上記返還債務を履行することが
できない状況に陥ったものと認めるに足りる証拠はない。）。」に改
める。
（） 頁行目の「不法行為責任を負わない。の次に「この点は，
控訴人個人の預貯金口座とは区別された本件預り金口座に保管され
た本件預り金のような場合であっても同様である」を加える。
（） 頁14行目の「返還債務を履行できない状況になったとすれば」
の次に「（ただし，控訴人が上記義務を履行できない状況になった
ものとは認められないことは前記判示のとおりである。）」を加える。
（） 10頁行目の「裏付けられる。」の次に「なお，控訴人は，「弁護
士賠償責任保険事例集（甲52）」中に弁護士が業務上預かり保管中
の金員が盗取された事案において盗難被害額全額について保険金が
支払われた事例が掲載されていることを挙げ，受託物の保管につい
ては，弁護士の業務起因性自体は当然の前提とされている旨の主張
をするが，上記事例は，弁護士賠償責任保険契約の受託物補償プラ
ンに基づいて盗難被害額全額について保険金が支払われたものであ
り，本件で問題となっている弁護士賠償責任保険契約（本体）その
ものではなく，これに付された特約（受託物補償プラン〉の対象と
なったものにすぎないから，控訴人の上記主張は採用できない。」
を加える。
 よって，控訴人の請求を棄却した原判決は相当であり，本件控訴は
理由がないからこれを棄却することとして，主文のとおり判決する。」
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